平成２２年度

国の予算ならびに施策に関する提案・要望書

（大阪府都市整備部施策関連）

平成２１年６月

大　　　阪　　　府
元気で活力ある関西を実現するための基盤づくり
１．高速道路等の整備推進

・新名神高速道路（全線早期整備）、大阪都市再生環状道路（大和川線等）等の整備推進を図られ　　　　たい。

・淀川左岸線延伸部の早期事業化に向け、地方負担が大幅に削減される新たな制度の創設を図られたい。
２．高速道路の料金見直し

・京阪神都市圏の高速道路の複雑な料金体系について一元化を図るなど、利用しやすい高速道路を　　実現されたい。

３．地方の道路財源の安定的な確保と充実

　　地方が継続的に以下に示す道路整備や維持管理に取組むことができるよう地方の道路財源の安　　定的な確保と充実を図られたい。

　　　　・広域幹線道路のアクセス道路や府県間道路等の機能的なネットワーク形成

　　　・老朽化した都市基盤施設の計画的な保全・更新

・誰もが安心してスムーズに移動できるバリアフリー化　　　　　

・まちづくりを支える街路事業の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

４．開かずの踏切対策等の推進

・連続立体交差事業や幹線道路の立体交差事業の推進が図られるよう、所要の財源措置を図られたい。

５．都市基盤施設の適切な維持管理の推進

・損傷の著しい施設の早期補修対策や予防保全型の計画的補修を着実に実施できるよう、　　　　　　技術開発や情報の発信などの国の支援、維持補修更新事業に対する財源措置を図られたい。
６．駅前の拠点整備など市街地整備事業の推進

　・土地区画整理事業や市街地再開発事業等について、所要の財源措置を図られたい。

防災対策の推進

１．東南海・南海地震津波対策の推進

・大規模災害の発生による被災から京阪神都市圏などが一刻も早い復旧・復興を果たすため、　　　　京阪神都市圏広域防災拠点整備協議会において、高次支援機能の適地とされた地域全体の要と　　なる堺２区の基幹的広域防災拠点について、早期整備を図られたい。

・河川に係る水門等の遠隔監視・操作化、耐震補強等について、所要の財源措置を図られたい。

２．水害・土砂災害対策の推進

・低平地に人口・資産が集中する大阪都市圏の安全・安心を守るため、老朽化した防災施設の　　　　　機能確保について、必要な制度の充実を図るとともに、所要の財源措置を図られたい。
・洪水や土砂災害に係る避難体制の確立のため、ソフト対策の推進に所要の財源措置を図られたい。
社会資本整備の着実な推進
１．都市鉄道の整備推進等

・おおさか東線（新大阪～放出）の整備推進に特段の配慮を行われたい。

・なにわ筋線の都市鉄道調査の実施に特段の配慮を行われたい。

・なにわ筋線の具体化に向け、関空活性化の観点から国の積極的な支援を盛込んだ新たな事業ス　　　キームの構築を図られたい。

２．治水事業の推進

・淀川水系河川整備計画に位置づけられた事業の実施について、十分な協議・調整を図られたい。　　　また、阪神なんば線淀川橋梁の架け替えを推進されたい。

・大和川の河道掘削等、国の治水事業を推進されたい。

・跡地利用を含む亀の瀬地すべり対策事業を推進されたい。

・水の都大阪の再生（八軒家浜の整備等）及び寝屋川流域清流ルネッサンスⅡ・大和川　　　　　　　　　Cプロジェクトの推進に特段の配慮を行われたい。

・安威川ダム・槇尾川ダムの建設事業の着実な推進のため、所要の財源措置を図られたい。

・寝屋川流域総合治水対策をはじめとする大阪都市圏の治水対策の推進に所要の財源措置を　　　　　図られたい。

３．公園緑地の整備

・緑地環境整備総合支援事業について、所要の財源措置を図られたい。

４．港湾整備の推進

・堺泉北港の機能強化による地域産業の活性化と災害対応力の強化について、特段の配慮を　　　　　行われたい。

・堺２区基幹的防災拠点のうち緑地部の維持管理費を国において負担する制度創設を図られたい。

・広域臨海環境整備センター法について、緑地・道路等を残余分配の対象から除外するなど、

港湾管理者の経営基盤の確立のため必要な措置を講じられたい。

５．下水道の整備

・流域下水道事業に係る改築・更新事業の円滑かつ計画的な推進のため、財源措置を図られたい。

・中小市町村の下水道整備を促進するため、公共下水道における「主要な管渠」の対象範囲の　　　　　拡大を図られたい。

６．国直轄事業負担金の廃止など地域主権の実現
・国直轄事業負担金については廃止されたい。特に、維持管理に係る直轄事業負担金については　　　　管理主体が負担すべきものであり、早急に廃止されたい。

・国庫補助金については、地方の自由度を高めるため、必要な財源を移譲した上で、補助自体を　　　　廃止・縮小されたい。
